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１．計画の背景・目的等

 (1) 背景 

君津市では、大手鉄鋼関連企業が立地した昭和４０年代以降に人口が急増する

とともに、多くの公共施設等を短期間に整備した。このため、学校施設は、昭和

４０年代から５０年代に建築されたものが多く、老朽化が進んでいる。また、市

内公共建築物の延床面積に占める学校施設の割合は、市全体の５０％以上となっ

ている。 

こうした中、今後、学校施設の大半が一斉に建替えや大規模改修の時期を迎え、

多額の費用が必要となることや、これらの適正な維持管理が課題となっている。 

また、学校施設の整備にあたっては、単に老朽化対策を行うだけでなく、その

機能や性能を現在求められている水準まで引き上げ、安全・安心な施設環境の確

保、教育環境の質的向上、地域コミュニティの拠点形成などを目指して再生を行

うことも求められている。 

 

 (2) 目的 

君津市学校施設の個別施設計画（以下、「本計画」という。）は、児童生徒の教

育環境の維持・向上を目指しながら、学校施設を総合的観点で捉え、施設の長寿

命化を基本に計画的な改修・建替えを行うとともに、ライフサイクルコスト１の縮

減及び財政負担の平準化を図ることを目的とする。 

なお、本計画は、君津市公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」とい

う。）に基づく学校施設の個別施設計画として位置づけるものとする。 

 

 

 

  

                                                   
１  建物の建設費用だけでなく、設計・施工・維持管理・補修・改造・解体・廃棄に至る過程で必要な経費の合

計額。 
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図 1 計画の位置づけ 

 

 (3) 計画期間 

計画期間は、総合管理計画の計画期間に合わせ、計画策定から令和２８年度ま

でとする。 

ただし、社会情勢の変化、地域の人口構成やニーズの変化、事業の進捗状況に

対応するため、原則５年を目安に見直しを行うこととし、君津市総合計画２（以下

「総合計画」という。）及び公共施設再配置方針等と整合、連携を図るため、必要

に応じて適宜内容の見直しを行う。 

 

 (4) 対象施設 

   君津市が保有する学校施設（小学校、中学校）を対象とする。 

ただし、君津市学校再編第１次実施プログラム３において、今後統合が予定され

ており、学校として使用しなくなる施設については本計画の対象外とする。 

 

 施設数 

小学校 １３校 

中学校 ７校 

合計 ２０校 

                                                   
２ 市のまちづくりの長期的な指針として、今後のあるべき姿とその実現のための方策を示した計画（平成 25年

3月策定）。 
３ 学校の統合や小中一貫教育などの具体的な再編メニューの対象校、実施時期等を示した実施計画（平成 29年 

1月策定）。 
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２．学校施設の目指すべき姿 

(1) 安全・安心な施設整備 

学校施設は、児童生徒の学習や生活の場として重要な役割を担うほか、地震な

どの大規模災害時には、地域住民の避難所となることから、安全・安心を最優先

に施設整備を行う。 

また、児童生徒が安心して有意義な学校生活を送れるよう、防犯面の安全に配

慮した施設整備を図るとともに、障害の有無に関わらず安心して学校施設を利用

できるようユニバーサルデザイン４やバリアフリー化５の推進を図る。 

 (2) 快適な教育環境の実現 

   児童生徒の多様な学習活動への対応をはじめ、トイレの洋式化やエアコンの整

備等を計画的に行い、快適な学習環境の確保を図るほか、LED 照明や人感セン

サー付き照明の導入、断熱性能の向上など省エネルギー化や環境に配慮した施設

整備を推進する。 

また、情報化やグローバル化の進展に伴う ICT６環境の整備を推進するととも 

に、児童生徒一人一人の教育ニーズに応じた特別支援教育に配慮した施設整備を

図る。 

 (3) 地域とともに歩み、様々な拠点となる施設 

学校・家庭・地域が連携した取り組みを推進するとともに、地域の生涯学習の

場や児童の放課後の居場所づくりの場として学校施設を利用するなど、地域に開

かれた学校を目指す。 

 

 

  

                                                   
４ 多くの人が利用可能であるように製品・建物・空間をデザインすること。 
５ 日常生活や社会生活における物理的・心理的な障害や、情報に関する障壁などを取り除いていく取り組み。 
６ 情報処理や通信に関連する技術の総称。 
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３．学校施設の実態 

 (1) 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

  ①施設一覧（令和 2年 5月 1日現在） 

 

【小学校】 

 学校名 延床面積

（㎡） 

建築年度 児童数（人） 学級数（学級） 

男 女 計 普通 特別支援 計 

1 八重原小学校 7,712 S42 147 112 259 10 2 12 

2 南子安小学校 6,673 S48 267 251 518 16 4 20 

3 周西小学校 6,498 S50 263 247 510 18 4 22 

4 大和田小学校 9,876 S44 149 132 281 12 3 15 

5 坂田小学校 6,579 S46 112 108 220 9 2 11 

6 貞元小学校 4,971 S46 204 139 343 12 3 15 

7 周南小学校 5,025 S40 232 190 422 14 4 18 

8 中小学校 4,641 S45 86 96 182 6 2 8 

9 小糸小学校 3,437 S42 36 29 65 6 2 8 

10 清和小学校 4,422 S45 39 31 70 6 1 7 

11 小櫃小学校 5,052 S40 71 83 154 6 2 8 

12 久留里小学校 3,178 S35 39 35 74 6 2 8 

13 松丘小学校 3,760 S34 16 17 33 4 1 5 

14 坂畑小学校 2,709 S45 18 14 32 5 2 7 

15 北子安小学校 4,662 S57 95 105 200 8 2 10 

16 外箕輪小学校 6,377 H6 79 71 150 6 2 8 

 

【中学校】 

 学校名 延床面積

（㎡） 

建築年度 生徒数（人） 学級数（学級） 

男 女 計 普通 特別支援 計 

1 君津中学校 7,601 S44 281 232 513 15 3 18 

2 周西中学校 8,919 S44 137 113 250 8 3 11 

3 周南中学校 7,156 S45 114 96 210 6 2 8 

4 周東中学校 4,898 S37 113 99 212 6 2 8 

5 上総小櫃中学校 3,969 S44 94 89 183 6 2 8 

6 周西南中学校 6,029 S60 127 149 276 9 2 11 

7 八重原中学校 5,942 S62 94 100 194 6 3 9 

※共通事項 ・建築年度は、最も古い建物の建築年を採用 

      ・   の学校は、本計画の対象施設 

 

  



5 

  ②児童生徒数及び学級数の推移 

  【小学校】 

市立小学校の児童数は、令和 2 年 5 月 1 日現在で 3,513 人である。児童数の

ピークは、昭和 56 年の 8,751 人で、現在はピーク時の約 4 割に減少している。 

 

 H2(1990年) H12(2000年) H22(2010年) R2(2020年) 

学級 人数 学級 人数 学級 人数 学級 人数 

八重原小学校 32 1,145 15 432 14 329 12 259 

南子安小学校 23 766 23 774 26 743 20 518 

周西小学校 23 728 23 684 24 663 22 510 

大和田小学校 23 804 15 482 15 368 15 281 

坂田小学校 17 548 12 407 13 291 11 220 

貞元小学校 8 225 6 197 8 133 15 343 

周南小学校 14 479 11 272 15 407 18 422 

中小学校 13 344 16 453 14 342 8 182 

小糸小学校 8 211 9 237 8 114 8 65 

清和小学校 ― ― ― ― ― ― 7 70 

秋元小学校 6 143 6 108 7 63 ― ― 

鹿野山小学校 3 12 ― ― ― ― ― ― 

三島小学校 6 97 5 57 5 35 ― ― 

小櫃小学校 16 479 13 389 9 238 8 154 

久留里小学校 13 306 9 238 8 157 8 74 

福野小学校 3 11 3 7 ― ― ― ― 

松丘小学校 13 296 6 180 7 88 5 33 

坂畑小学校 6 174 6 106 6 45 7 32 

蔵玉小学校 3 34 3 20 3 15 ― ― 

北子安小学校 12 357 12 389 14 308 10 200 

外箕輪小学校 ― ― 12 277 10 215 8 150 

合計 242 7,159 205 5,709 206 4,554 182 3,513 

 （出典：きみつの教育） 

※数字は各年度の 5月 1日時点 

※外箕輪小学校は平成 6年度開校 

※鹿野山小学校は平成 10年度末、福野小学校は平成 13年度末、蔵玉小学校は平成 22年度

末で閉校 

※清和小学校は令和 2年開校（秋元小学校・三島小学校を統合） 
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【中学校】 

市立中学校の生徒数は、平成 2 年 5 月 1 日現在で 1,972 人である。生徒数の

ピークは、昭和 61 年の 4,639 人で、現在はピーク時の約 4 割に減少している。 

 

 H2(1990年) H12(2000年) H22(2010年) R2(2020年) 

学級 人数 学級 人数 学級 人数 学級 人数 

君津中学校 20 769 20 701 20 589 18 513 

周西中学校 20 768 16 539 14 346 11 250 

周南中学校 9 263 7 173 8 151 8 210 

周東中学校 ― ― ― ― ― ― 8 212 

小糸中学校 11 372 11 332 11 288 ― ― 

清和中学校 6 174 3 110 3 61 ― ― 

上総小櫃中学校 ― ― ― ― ― ― 8 183 

小櫃中学校 7 249 8 234 8 164 ― ― 

久留里中学校 7 167 5 127 5 69 ― ― 

松丘中学校 6 163 4 118 5 77 ― ― 

亀山中学校 4 120 3 72 4 46 ― ― 

周西南中学校 12 453 10 325 10 310 11 298 

八重原中学校 17 650 12 423 9 284 8 218 

合計 119 4,148 99 3,154 100 2,385 87 1,972 

（出典：きみつの教育） 

※数字は各年度の 5月 1日時点 

※周東中学校は平成 31年開校（小糸中学校・清和中学校を統合） 

※上総小櫃中学校は令和 2 年開校（小櫃中学校・久留里中学校・松丘中学校・亀山中学校

を統合） 
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③学校施設の配置状況 

 

 

 

 

※君津市学校再編第１次実施プログラムにおける統合後の状況（令和３年４月１日時点） 

 

図 2 市内公立学校配置図 
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④施設関連経費の推移 

単位：（千円） 

 H25 H26 H27 H28 H29 5年平

均 

施設整備

費 

342,784 698,150 910,556 1,189,091 319,060 691,928 

維持修繕

費 

46,530 66,390 38,538 59,156 57,012 53,525 

光熱水費・ 

委託費 
139,069 183,050 126,478 122,007 129,220 139,965 

合計 528,383 947,590 1,075,572 1,370,254 505,292 885,418 

 

  ⑤学校施設の保有状況 

計画対象となる市内小中学校施設 12 万㎡のうち、築 30 年以上の施設が 10 万

㎡と、全体の約 84％を占めている。さらに、築 40 年以上 50 年未満の施設が 6.3

万㎡（52％）、築 50 年以上の施設が 0.9 万㎡（8％）と築 40 年以上の施設が全体

の 60％を占めるなど老朽化が進んでいる。 
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  ⑥今後の維持・更新コスト（従来型） 

建築後 20 年で大規模改修を実施し、建築後 50 年で改築（建て替え）という従

来型の更新サイクルを想定した場合、今後 40年間の総額は 585億円、平均は 14.6

億円／年であり、とりわけ今後 10 年間においては 27.7 億円／年のコストがかか

る。これは、直近 5 年間の投資的経費 8.8 億円／年の 3 倍に相当するため、従来

型の建て替え中心の整備を継続することは不可能であり、対策を検討する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※試算は、文部科学省の試算ソフトを使用し、今後の維持・更新コストを試算した。なお、君

津市公共施設等総合管理計画においては、公共建築物の建て替えは 60年とされているが、試

算ソフトの設定上、改築を 50年とする。 

※Ｐ2（3）計画期間において、計画期間を概ね 30年としているが、今後の維持・更新コストの

試算においては試算ソフトの都合上、40年間で試算する。 
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 (2) 学校施設の老朽化状況の実態 

  ①構造躯体７の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

構造躯体以外の劣化状況を把握し、屋根・屋上、外壁は目視状況により、内部

仕上げ及び電気設備・機械設備は部位の全面的な改修年からの経過年数を基本に

Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４段階で評価を行った。 

 

【目視による評価（屋根・屋上、外壁）】 

評価 基準 

Ａ 概ね良好 

Ｂ 部分的（全体の 5％未満）に劣化がみられるが、安全上、機能上、問題な

し 

Ｃ 広範囲（全体の 5％以上 25％未満）に劣化がみられ、安全上、機能上、

低下の兆しあり 

Ｄ 劣化の程度が大きく（全体の 25％以上）、安全上、機能上、早急な対応が

必要 

 

【経過年数による評価（内部仕上げ、電気設備、機械設備）】 

評価 基準 

Ａ 新築後または改修後 10年未満 

Ｂ 新築後または改修後 10年以上 20年未満 

Ｃ 新築後または改修後 20年以上 40年未満 

Ｄ 新築後または改修後 40年以上 

 

 

【事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
７ 床や壁、梁など建物の構造を支える骨組みのこと。 

周西小学校（階段・内部仕上） 

 

南子安小学校（外壁） 
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本計画の対象である 20校 195棟の施設劣化状況調査（平成 30年度実施）の結

果は、下記のとおりとなった。特に建築年数が 30年以上経過し、大規模な改修が

実施されていない施設において内装の劣化やトイレ等の老朽化、外壁の鉄筋爆裂８

や雨漏りなどが多く見られた。 

 

 劣化状況まとめ 

区分 屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備 計（割合） 

Ａ 24 29 28 33 30 144（14.8％） 

Ｂ 26 22 32 35 34 149（15.3％） 

Ｃ 86 76 96 69 69 396（40.6％） 

Ｄ 59 68 39 62 62 286（29.3％） 

計 195 195 195 195 195 975（100％） 

 

 

  

                                                   
８ 鉄筋コンクリート中の鉄筋が錆びて膨張し、コンクリートを押し出した状態。 

君津中学校（外壁） 

 

中小学校（天井・内部仕上）

げ） 

 

周西南中学校（屋内運動場・屋根） 

 

周西中学校（トイレ・内部仕上） 
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 ②今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

従来型の改築（建て替え）中心から改修による長寿命化を推進するためには、

計画的な機能向上と機能回復に向けた修繕や改修を建物全体でまとめて実施する

必要がある。 

長寿命化型のコストを試算にするにあたり、下記の条件により維持更新コスト

について２通りのシミュレーションを行った。 

 

《パターン１の条件》 

・長寿命化＝全ての校舎や体育館を対象とし、建築後及び長寿命化改修後 25年 

で大規模改造、建築後 40年で長寿命化改修、建築後 80年で建て替 

えを行う。 

・建て替え＝長寿命化に適さない倉庫などの簡易的な施設を対象とし、建築後 

25年で大規模改修、建築後 60年で建て替えを行う。 

・部位修繕＝Ｃ評価は 10年以内、Ｄ評価は 5年以内に改修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《結果》 

 ・40年間の総額が 557億円（14億円／年）となり、建て替え中心の場合の総額 585

億円（14.6億円）と比較し、総額 28億円（約 5％）の縮減となった。 

《課題》 

・本市の学校施設は 40 年以上経過した建物が全体の約 60％を占め、長寿命化改修

を行うべき時期を経過したことにより、長寿命化改修のメリットを活かすことが

できず建て替えを迎えることとなり、ライフサイクルコストは割高となった。 

特に、計画 1～10 年目及び 31～40 年目においては、年間 20 億円以上のコスト  

が必要となるなど、これまでの施設関連経費を大幅に超える結果となった。 

従来型による 

40年間の平均費用 
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《パターン２の条件》 

   ・長寿命化＝昭和 50 年以降に建築した校舎や体育館を対象とし、建築後及び

長寿命化改修後 25 年で大規模改造、建築後 40 年で長寿命化改

修、建築後 80年で建て替えを行う。 

・建て替え＝昭和 49年以前に建築した校舎や体育館、長寿命化に適さない 

倉庫などの簡易的な施設を対象とし、建築後 25年で大規模改修、 

建築後 60年で建て替えを行う。 

・部位修繕＝Ｃ評価は 10年以内、Ｄ評価は 5年以内に改修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《結果》 

 ・40 年間の総額は 496 億円（12 億円／年）となり、建て替え中心の場合の 585 億

円（14.6億円／年）と比較し、総額 89億円（約 15％）の縮減となった。 

 《課題》 

 ・パターン 1 と比較し総額の縮減が図られたものの、11～20 年目の 10 年間に年間

20 億円以上のコストが必要となるなど、これまでの施設関連経費を大幅に超え

る結果となった。このため、施設の減築や実施時期の調整などの対策を検討し、

財政負担の縮減や平準化を図る必要がある。 

 

 

  

従来型による 

40年間の平均費用 
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４．学校施設整備の基本的な方針 

 (1) 学校施設の規模・配置計画等の方針 

  ①学校施設の長寿命化計画の基本方針 

 

君津市公共施設等総合管理計画における学校施設の基本方針 

 

➣ 「子どもたちにとってよりよい教育環境」を目指し、すべての学校が、本市

の適正規模の基準を満たすよう、学校の適正規模・適正配置を推進する。 

➣ 災害時の避難施設に指定されているため、非構造部材９についても耐震化を

実施する。 

➣ 継続して使用する小学校・中学校については、施設の長寿命化及び安全確保

対策を計画的に実施する。 

➣ 再編後の跡地については、施設の老朽化の状況を考慮し、利用者や地域のニ

ーズに即した利活用を検討する。 

 

 

 

 

 

君津市学校施設長寿命化計画の基本方針 

 

➣ 学校の適正規模・適正配置など学校再編の推進により、子どもたちにとって

よりよい教育環境の整備を図る。 

➣ 施設の老朽化対策や防災機能の強化を図り、安全・安心な教育環境の整備を

推進する。 

➣ 事後保全型の維持管理から予防保全型の維持管理への転換を図り、施設の長

寿命化を推進する。 

➣ 定期的な点検と適切な維持管理により、計画的な改修を行い、財政負担の平

準化を図る。 

➣ 学校の統合に伴う跡施設については、地域の実情を踏まえ、市として最も有

益な利活用を検討する。 

 

 

 

 

  

                                                   
９ 柱・梁・床などの構造体でなく、天井材や外壁（外装材）など構造体と区分された部材のこと。 
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  ②学校施設の規模・配置計画等の方針（君津市学校再編基本計画より抜粋） 

学校の適正規模については、子どもたちが集団の中で多様な考えに触れ、認め

合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばして

いくという学校の特質を踏まえ、以下の点を考慮して推進を図る。 

 

◇教育環境の向上 

➣ 多様な人間関係を育むことができる学校規模を目指す。 

➣ 学校行事やクラブ活動等、様々な活動ができる教育環境を整える。 

◇適正規模の確保 

➣ 単学級１０や複式学級１１を解消する。 

➣ 施設や設備を有効に活用できる規模とする。 

 

 

 

 

 

 

 

学校の適正配置については、在校生、保護者、卒業生、地域住民など関係者の

様々な思いや考えがあるということを踏まえ、以下の点を考慮して推進を図る。 

 

◇地域社会への配慮 

➣ 学校と地域社会との関わりを大切にする。 

➣ 地域コミュニティの拠点としての役割とともに、地域の活性化に配慮 

する。 

◇児童生徒数の推計等の詳細な把握 

➣ 現状だけでなく、先を見通した検討を行う。 

➣ 児童生徒にとって、統合等による負担がかからないように配慮する。 

◇通学の安全性の確保 

➣ 児童生徒の通学状況を把握し、安全性が保たれるように配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
１０ 一学年がひとつの学級のこと。 
１１  複数の学年の児童生徒をひとつの学級に編制すること。 

 

小学校：１２学級から１８学級（１学年 ２学級から３学級） 

中学校： ６学級から１８学級（１学年 ２学級から６学級） 

君津市の適正規模の基準 

 

子どもたちのよりよい教育環境を目指して、地域の様々な事情を総 

合的に考慮しながら、学校の統合、通学区域の見直し、時代に合った 

新しいタイプの学校への転換などを推進する。 

君津市の適正配置の基本的な考え方 
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 (2) 改修等の基本的な方針 

  ①長寿命化の方針 

   本市においては、P12 及び P13 のシミュレーション結果を参考に、長寿命化を

基本とした施設整備を行うこととする。 

ただし、各学校施設の立地・構造・児童生徒数・使用頻度等によって老朽化の

進行状況は異なるため、実際の長寿命化及び建て替え等については、詳細調査の

結果のほか、教育機能上の観点や財政状況などから総合的に判断することとする。 

また、学校再編の取り組みを進めるにあたっては、既存の学校施設・設備を最

大限有効活用するという君津市学校再編基本計画１２との整合性を図りながら、必

要な改修等を実施する。 

加えて、改修等の際は、児童生徒数の減少等を勘案し、施設の縮小や減築等を

検討するなど、保有施設の総量の縮減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 長寿命化の判定フロー 

（学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（文部科学省）を参考に作成） 

 

 

                                                   
１２ 子どもたちにとってよりよい教育環境を目指し、学校の活性化を推進するため、学校再編の基本的な考え

方をまとめた計画（平成 28年 3月策定）。 

耐震基準 

耐震補強済みまたは 

耐震診断で耐震性あり 

 

【ＲＣ造】コンクリート 

圧縮強度 13.5N ／ ｍ㎡以下 

【Ｓ造・Ｗ造】概ね 40年以上で 

腐食や劣化の進行が著しいもの 

「長寿命化」として試算 「改築」として試算 

耐震補強 

「要調

査」 

建物 

改築 長寿命化 

 
計
画
策
定
段
階
（
本
計
画
の
範
囲
） 

 

工
事
実
施
段
階 

詳細調査 

新耐震基準 旧耐震基準 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

または、使用不可 

ＮＯ 

建築年 
Ｓ49以前 

Ｓ50以降 
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文部科学省によれば、建て替えと比較した長寿命化のメリットとして「構造体

（柱や梁）の工事が大幅に減少するため、工事費用の縮減や工期の短縮が可能」

「建て替えた場合と同等の教育環境の確保が可能」「排出する廃棄物が少なく、廃

棄物処理に係るコストの削減が可能」などを挙げており、本市においても学校施

設の長寿命化は一定のメリットがあると考えられることから、長寿命化改修が可

能な学校施設は長寿命化を基本とした改修を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 改築中心から長寿命化への転換イメージ 

（学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（文部科学省）を参考に作成） 
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  ②目標使用年数・改修周期の設定 

   学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（平成 27年 4月 文部科学省）では、

「学校施設の物理的な耐用年数は、適切な維持管理がなされ、コンクリート及び

鉄筋の強度が確保される場合には 70～80 年程度、さらに、技術的には 100 年以

上持たせるような長寿命化も可能である。」とされている。 

   工事段階における詳細調査により、長寿命化が可能と判断された施設について

は目標使用年数を 80 年とし、長寿命化が困難であり改築（建て替え）と判断さ

れた施設については目標使用年数を 60年とする。 

また、これまでの維持管理は、老朽化による劣化・破損等の大規模な不具合が

生じた後に修繕等を行う「事後保全」が中心であったが、施設を良好な状態でで

きる限り長く使用するためには、損傷が軽微である早期段階から予防的な修繕等

を実施することで機能・性能の保持及び回復を図る「予防保全」の導入が有効で

ある。 

主な部位ごとの更新周期の目安を以下のとおりとし、今後は定期点検の結果等

を踏まえた予防保全型の維持管理を推進し、施設の不具合による被害のリスクを

緩和することで突発的な事故を減少させ、修繕費用の抑制に努めるものとする。 

 

  主な部位の更新周期 

 部 位 更新周期の目安 

建築 屋上防水・屋根 25～40年 

外壁 15～20年 

内装 20～30年 

建具等 20～40年 

電気設備 電力設備 15～30年 

受変電設備 25～30年 

通信・情報設備 20～40年 

防災設備 20～25年 

機械設備 空調・換気設備 15～30年 

排煙 30～40年 

給排水・衛生設備 15～40年 

消火設備 30～40年 

昇降機その他 20～30年 

（平成 31年版建築物のライフサイクルコストを参考に作成） 
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５ 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

 (1) 改修等の整備水準 

   学校施設に求められる機能や性能は時代の流れとともに変化することから、改

修等にあたっては、児童生徒の多様な学習活動への対応をはじめ、空調設備の設

置やトイレの洋式化等の整備を推進し、学習環境の向上を図る必要がある。 

また、本市では校舎及び屋内運動場における柱や梁等の構造体の耐震化は既に

完了しているものの、吊下げ式バスケットゴールや照明器具の落下防止、窓ガラ

スの飛散防止など非構造部材の耐震化が未完了となっている学校施設においては、

他の改修に併せて実施するなど早期の整備に努める。 

加えて、断熱性能の向上や省エネルギー化などイニシャルコスト１３だけでなく

ライフサイクルコストを考慮しながら施設整備の推進を図る。 

 

 (2) 維持管理の項目・手法等 

   学校施設においては、建築基準法第 12 条 2 項に基づく定期点検を実施すると

ともに、各学校において学校保健安全法第 27 条に基づく安全点検を実施してお

り、今後も適正な維持管理に努めていく。 

 

 

 

  

                                                   
１３ 技術開発費や機械・設備の導入費などの初期費用。 



20 

６ 長寿命化の実施計画 

 (1) 改修等の優先順位付けと実施計画 

   学校施設の劣化状況や学校再編に伴う統合などを考慮し、改修等の実施時期及

び費用の見込みを以下のとおりとする。 

また、全体の期間は、令和３年度から総合管理計画の計画期間である令和２８

年度までとし、それを第１期から第３期までの３期に区分する。 

 

 

※施設名は、君津市学校再編第１次実施プログラムに基づく統合後の学校名 
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※実施スケジュールについては、施設の老朽度などのハード面の状況と、財政フレ

ームに合わせた財政負担のバランスが重要となるため、一定の基準に基づいて、

平準化する必要がある。 

そのため、今後の詳細なスケジュールは、総合計画の中で、どの施設から整備を

進めていくかを明確化することとし、具体的な整備計画として、実施の時期を総

合計画に定めていく。 

 

(2) 長寿命化のコストの見通し及び長寿命化の効果 

   P.13に記載のとおり、従来型から長寿命化型へ転換を図ることにより、コスト

試算では今後 40年間の維持・更新コストは総額 496億円（平均 12億円／年）と

なり、従来の改築（建て替え）中心の更新コスト 585億円（平均 14.6億円／年）

と比較し 89億円（約 15％）経費を削減できるため、一定の効果があると言える。 

   しかしながら、現状の施設数や規模を維持したまま、学校施設の維持管理や更

新費用の財源を確保するには限界があることから、学校再編等に伴う改修にあた

っては、児童生徒数に応じた施設の縮小や減築のほか、プール施設の集約化など

を検討し、保有施設の総量の縮減を図ることが必要である。 
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７ 計画の継続的な運用方針 

 (1) 推進体制等の整備 

本計画を継続的に運用していくため、教育総務課を中心にファシリティマネジ

メント部門や企画（まちづくり）部門、建設部門等と連携を図るとともに、総合

計画に反映し、全庁的な体制により計画の推進を図る。 

 

 (2) フォローアップ 

本計画は、学校施設の改修等の優先順位を設定するものであり、実施にあたっ

ては庁内の合意形成を図り、総合計画において事業化等を行う。 

また、事業の進捗状況や施設の点検結果等を反映するなど、定期的なフォロー

アップを実施するとともに、学校再編の動向等も踏まえながら必要に応じて計画

の見直しを図るものとする。 

 

 (3) 今後の課題の整理 

本市においては、昭和５０年以前に建築した学校施設が多く、改築となる建物

が増加する予定であるが、近年、老朽化による学校施設の改築事業の実績がなく、

財政計画において予算化されていなかったため、改築事業の実施にあたっては予

算の確保が大きな課題となる。 

今後、老朽化した学校施設の更新は避けられないことから、中長期的な施設マ

ネジメントについて全庁的な検討を行うとともに、継続的な維持管理を行う必要

がある。 

 

 


